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1.調布飛行場の概要



調布飛行場の沿革
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年 内容

昭和16（1941）年 東京府が公共飛行場として開設（軍用飛行場として運用）

昭和20（1945）年 米軍が接収し調布水耕農園及び補助飛行場として使用

昭和48（1973）年
飛行場地区全面返還
国が場外離着陸場として運用を開始

昭和54（1979）年 調布～新島就航（新中央航空）

昭和55（1980）年 調布中学校への事業用機墜落事故の発生

昭和59（1984）年 調布～大島就航（新中央航空）

平成4（1992）年
都が国から調布飛行場の管理を引継
調布～神津島就航（新中央航空）

平成8（1996）年 「調布飛行場整備方針及び同整備基本計画」を決定（後述）

平成9（1997）年
地元三市（調布市、三鷹市、府中市）と「東京都調布離着陸場の整備及び管理運営に関する協定書及
び同覚書」を締結（後述）

平成13（2001）年 正式飛行場（都営コミューター空港）として供用開始（滑走路800m）

平成18（2006）年 国の航空管制官に替わり都が情報提供業務を開始

平成25（2013）年
新ターミナルビル供用開始
離島航空路線に計器飛行方式（IFR）導入

平成26（2014）年 調布～三宅島就航（新中央航空）

平成27（2015）年 近隣住宅地への自家用機墜落事故の発生



調布飛行場に対する都の姿勢
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• 調布飛行場に対する都の姿勢の変遷は以下のとおり

年 内容

昭和47（1972）年
飛行場地区の大部分返還
都は運輸省に対し、航空法に基づく飛行場に関する工事手続を猶予することを要請し、３年以内に代
替空港を選定し、移転することなどを条件に暫定使用を了承

昭和48（1973）年 飛行場地区全面返還

昭和50（1975）年
運輸省は、都に飛行場の継続使用を申し入れ
都は、運輸省の申し入れを断り、飛行場を移転し敷地を明け渡すよう要求

昭和51（1976）年 都は、地元市に飛行場全面移転を最終目標とする、縮小暫定存続案を各市に提案

平成元（1989）年
都は、都議会で「調布飛行場は地域航空の拠点としての必要性は高く、不可欠なものである」と答弁
都は、地元三市長及び三市議会議長で構成する調布基地対策連絡協議会（通称：六者協）に都営正式
飛行場化を提案

平成２（1990）年 都は、六者協に飛行場整備方針を説明

平成３（1991）年
都は、六者協に土地利用計画案の一部変更、一部補強した飛行場整備方針及び調布飛行場の国からの
管理引継ぎを提案

平成４（1992）年 六者協は、調布飛行場の国からの管理引継ぎを了承

平成７（1995）年 都は、六者協に正式飛行場化を前提とする整備方針案を提案

平成８（1996）年 六者協は、正式飛行場化を前提とする東京都提案を了承



調布飛行場の役割

4出典：東京都港湾局webページ

• 本土と島しょ（大島、新島、神津島、三宅島）を結ぶ離島航空路線の拠点

• 防災、医療、消防などの緊急活動、航空測量、航空写真撮影、航空機整備などの地
域拠点



空港の利用状況

5出典：「調布飛行場離着陸回数実績」（東京都港湾局）、「航空輸送統計年報」（国土交通省航空局）

• 航空機の発着回数は年間1.3万回（日平均36回）で、うち６割が旅客定期便

• 旅客定期便は４路線合計で年間約10万人前後の利用がある

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

航空運送事業機 7,434 6,899 5,305 6,588 8,010 8,378

航空機使用事業機 5,580 5,668 5,166 4,375 4,456 4,370

自家用機 79 261 301 378 359 376

合計 13,093 12,828 10,772 11,341 12,825 13,124

路線 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

調布～大島 17,056 15,092 7,772 10,262 15,929 17,292

調布～新島 32,730 31,035 18,260 24,389 31,224 33,942

調布～神津島 22,035 21,295 12,944 17,524 23,799 25,762

調布～三宅島 25,741 24,893 14,271 18,485 24,541 26,623

合計 97,562 92,315 53,247 70,660 95,493 103,619

https://www.kouwan.metro.tokyo.lg.jp/rit
o/tmg
airport/chofu/richakurikujouhou/jisseki.h
tml

※自家用機の運航自粛要請を2018年9月に解除

年間発着回数

年間旅客定期便利用者数



常駐事業者等の状況
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• 旅客定期便を運航している新中央航空のほか、測量や写真撮影等を行う航空機使用
事業者や自家用機所有者等が調布飛行場を利用している。

• なお、調布飛行場供用規程等により飛行場の使用は原則登録機に限定している。

常駐事業者等数

航空運送事業者 1

航空機使用事業者等 11

自家用機使用者 14

合計 25

※複数の区分にまたがる事業者が存在するため、合計は一致しない

新中央航空の運航機材(Do228) 国土地理院の測量用航空機(セスナ208B) JAXAの実験用機(BK117)

防災航空隊ヘリコプター(AW139)

出典：「くにかぜⅢ」(国土交通省国土地理院)、「実験用ヘリコプタ」(宇宙航空研究開発機構)、「防災航空隊ひめかみ」(岩手県)



空港施設の状況
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項目 概要

種別 その他の空港

設置管理者 東京都

告示面積 ３８９，５４６㎡

滑走路 ８００ｍ×３０ｍ

スポット
中型(双発)：22 小型(単発)：44
新中央航空：6 回転翼：6

駐車場 １７５台（第一駐車場２５台、第二駐車場１５０台）

運用時間

平日 ８：３０～１７：００
休日等１０：００～１７：００
※日没優先
※航空運送事業に限り夏季延長あり

ターミナルビル

消防車庫電源局舎

管理事務所

滑走路(800m×30m)

使用事業者エリアターミナル地域

使用事業者エリア

使用事業者エリア



地域防災計画上の調布飛行場の位置付け

• 東京都地域防災計画（震災編）では、調布飛行場を「多摩島しょ地域の防災活動
の拠点」として、「震災時の緊急輸送を円滑に行うための指定拠点」と位置付け、
「医療品、食料品をはじめとする緊急物資等の輸送基地としての機能・体制を整
える」としている。

• この計画に沿って、全国警察・消防等の航空応援部隊受援のための臨時駐機場の
スペースを確保している。

災害時用回転翼機スポット配置
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2.調布飛行場周辺の状況



都による飛行場周辺地域の位置付け
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• 2040年代に向け、都市づくりの基本的な方針と具体的な方策を示した「都市づく
りのグランドデザイン」において、調布飛行場周辺地域は、快適な住環境が創出
されながらも様々な機能が複合的に織り込まれ、多様なライフスタイルや新たな
価値を生み出す場である「新都市生活創造域」に位置している。

• 一方、調布飛行場自体に関する具体的な位置付けはされていない。

「個別の拠点や地域の将来像」
における記載



三市による飛行場周辺地域の位置付け

• 地元三市の都市計画マスタープランでは、調布飛行場自体が拠点や軸へ位置付け
されていない。

出典：「調布市都市計画マスタープラン・立地適正化計画」「三鷹市土地利用総合計画2022（第2次改定）」に
調布飛行場の位置を東京都加筆

都市計画マスタープラン上での位置付け（左：調布市、右：三鷹市）
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三市による飛行場周辺地域の位置付け

出典：「府中市都市計画に関する基本的な方針」に調布飛行場の位置を東京都加筆

都市計画マスタープラン上での位置付け（府中市）
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飛行場周辺地域の都市計画情報
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• 調布飛行場を含む調布基地跡地地区の大部分は準工業地域に指定されている。
（建ぺい率60％、容積率200％、第2種高度地区、最高限度25m）

出典：国土数値情報より東京都作成



調布基地跡地の状況

14出典：OpenStreetMapに東京都追記

• 調布基地跡地(203.6ha)では平成５年に東京都、地元３市（調布市、府中市、三鷹
市）で合意した「調布基地跡地土地利用計画」に基づき、総合運動公園、スタジ
アム、大学、病院、研究所等として利用されている。

商業施設
（事業中）

東京外国語大学
（開校済）

警察学校
（開校済）

病院
（開院済）

社会福祉施設
（開設済）

特別支援学校
（開校済）

公園
（開園済）

調布飛行場
（開港済）

公園
（開園済）

スポーツ施設
（開設済）

宇宙航空研究開発機構
（開設済）



飛行場周辺地域の土地利用状況
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• 調布基地跡地外では、独立住宅を中心に住宅地が広がっている。

出典：土地利用現況調査（H29年度）、国土数値情報より東京都作成



飛行場周辺地域の居住状況
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• 調布飛行場周辺には人口密度4,000人/㎢以上の人口集中地区が広がっている。

出典：統計地理情報システム（2020年国勢調査）より東京都作成



飛行場周辺地域の将来人口動向（2035年時点）
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• 2035年の人口はほぼ横ばいで、全体的に微増傾向にある。

出典：国土数値情報の500mメッシュ別将来推計人口データ（H30国政局推計）より東京都作成



飛行場周辺地域の将来人口動向（2050年時点）
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• 2050年時点の人口は一部に増加エリアもあるが、おおむね減少傾向にある。

出典：国土数値情報の500mメッシュ別将来推計人口データ（H30国政局推計）より東京都作成



調布飛行場の交通アクセスの状況
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• 周辺の鉄道駅から調布飛行場や近隣施設に停車する路線バスが利用可能。

出典：OpenStreetMapに東京都追記 バスの運行頻度は平日・土日祝日問わず運行しているバスの調布飛行場運用時間帯の頻度について整理

調布駅

三鷹駅武蔵境駅武蔵小金井駅

野川公園入口

大沢コミュニティーセンター調布飛行場

バス区間
徒歩区間

約1.5便/時

バス15分
約7便/時

バス12分+徒歩15分

一部時間帯のみ運行

バス28分

約4便/時

バス19分+徒歩15分

約3便/時

バス15分+徒歩15分

約3便/時

バス20分+徒歩15分

一部時間帯のみ運行

バス24分+徒歩15分



調布飛行場の交通アクセスの状況
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• 三鷹市ではAIによるデマンド(予約型乗合)交通の実証運行中であり調布飛行場もエリア内に含まれる。

出典：OpenStreetMapに東京都追記、三鷹市

調布駅

三鷹駅武蔵境駅武蔵小金井駅

調布飛行場

運行期間
R4年10月24日～R7年3月31日
（予定）

運行日
月曜日～土曜日
（日曜日・祝日は運休）

運行時間帯 AM8時～PM6時

乗降
ポイント

赤枠エリア内：84個所
エリア外 ：３個所

運賃
エリア内移動：100円
エリア内＝外：300円
エリア外同士：不可



飛行場周辺地域の高層建築物の整備状況
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• 調布飛行場周辺では高層建築物の整備が進み、都市の健全な発展と航空輸送の安
全との両立が必要となっている。

グランタワー調布国領
（地上118m）
2004年しゅん工

武蔵小金井駅南口第２地区
市街地再開発事業（地上95m）

2020年しゅん工

武蔵小金井駅北口駅前東地区
市街地再開発事業（地上150m）

準備組合設立

調布駅南口中央地区
市街地再開発事業
準備組合設立

京王多摩川駅周辺地区
土地区画整理事業

事業中

国分寺ザ・ツイン（地上135m)
2018年しゅん工

航空自衛隊
府中基地無線電波

アンテナ（地上100m）

グランタワー府中（地上100m）
2005年しゅん工

ライオンズタワー（地上97m）
2000年しゅん工

東芝エレベータ研究塔
（地上135m）1997年しゅん工

ライオンズステージ
府中シティタワー（地上100m）

2003年しゅん工

武蔵野タワーズ（地上103m）
2010年しゅん工

スカイタワー西東京（地上195m）
1989年しゅん工

三鷹駅南口西側中央地区再開発事業
グレーシアタワー三鷹・トリコナ（地上97m）

2019年しゅん工

クリーンプラザふじみ煙突（地上100m）
2013年しゅん工

出典：電子地形図25000（国土地理院）に東京都追記

※ 左図緑枠は制限表面を示す

制限表面概念図



3. 協定等の履行状況



地元市との協定書等の取組状況（1/16）
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• 平成８年に決定した「調布飛行場整備方針及び同整備基本計画」、平成９年に地
元三市と締結した「東京都調布離着陸場の整備及び管理運営に関する協定書及び
同覚書」の実現に向けて取組を進めている。

整備方針・整備基本計画（H8）での記載 現在の取組状況

①整備計画

• 都営のコミューター空港とする。 ○ • H13年正式飛行場として供用開始した。

• 面積は約39haであり、滑走路長は約800mとする。
• 対象機種については、上記滑走路を使用できるものと
する。

• また、重量制限についても、小型航空機のみ就航する
新島・神津両空港同様の制限により、引き続き設ける
こととするが、災害発生時等、緊急を要する場合にお
いては、安全性を確認の上、これを超えることができ
るものとする。

○

• 滑走路長を800mとし、運航前には必要滑走距離
が760m以下であることを確認している。

• 東京都営空港条例により、調布飛行場を利用する
航空機の換算単車輪荷重を2.9トン未満に制限し
ている（新島空港・神津島空港と同等）。

• 有視界飛行方式とする。ただし、医療、防災、消防等
の緊急を要する場合及び島しょとの不定期航空路線に
就航する航空機に限り、安全運航に十分配慮し、特別
有視界飛行によることができるものとする。

○

• 有視界気象状態の際には、有視界飛行方式により
運航させている。

• 有視界気象状態以外の際には、旅客定期便に限り
計器飛行方式により運航させている（“特別有視
界飛行”を“計器飛行方式”に読み替えることにつ
いてH18年「調布飛行場の管理運用形態の変更等
に伴う確認書」により合意）。

○：おおむね記載のとおり対応
△：一部記載と異なる対応状況
ー：現時点で対策の必要がない



地元市との協定書等の取組状況（2/16）
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整備方針・整備基本計画（H8）での記載 現在の取組状況

①整備計画

【コミューター航空機能】
• 本土と島しょを結ぶ離島航空路線の拠点とする。
• また、都市間路線や羽田、成田両空港へのアクセスに
ついては、今後の検討課題とする。

【コミューター航空以外の地域航空機能】
• 災害発生時に有効な機能を発揮できる飛行場として明
確に位置づけるほか、医療・消防等の緊急時にも対応
可能な公的航空の拠点とする。

• また、自家用機については、これまでの経緯を踏まえ、
段階的移転分散化を図ることとし、公共性の高い航空
機使用事業の航空機は存続させる。

△

• 島しょ（大島、新島、神津島、三宅島）への離島
航空路線の拠点として利用されている。

• 都市間路線や羽田、成田両空港へのアクセスにつ
いては、現時点では検討の必要が生じていない。

• 地域防災計画において、調布飛行場を多摩島しょ
地域の防災活動の拠点として位置付けており、応
援航空部隊の駐機場所を確保している。

• 現在も残る自家用機17機の移転交渉を進めている
（都管理引継ぎ時35機）。

【安全対策】
• (a)制限表面の確保：
航空法に基づき、航空機の安全のための空間を確保す
る。

• (b)航空機の整備の充実：
事故防止のため、各種点検整備実施の徹底を図り、安
全運行に万全を期する。

• (c)航空保安施設の整備：
離着陸の安全を図るため、着陸しようとする航空機に
その進入角の良否を視覚的に示すために滑走路の末端
付近に設置する灯火である精密進入角指示灯PAPI、
滑走路の末端を識別できる灯火であるREIL、及び、
滑走路の外周を識別するための灯火である滑走路灯を
設置する。

• (d)救急・救難体制の整備：
自衛消防隊を組織するとともに、地元医師会・医療機
関、消防署、警察署等を含めた救急救難体制を整え、
引き続き、定期的な訓練を実施する。

○

• H13年正式飛行場化に伴い航空法に基づき制限表
面を確保。制限表面への抵触物件が存在しないか
日常的に監視を実施

• 毎月開催する運行担当者会議等の場で、利用者に
対し安全意識の啓発を行っている。加えて、H30
年度より、操縦士、運行管理者、整備士に対して
安全講習会等の受講を義務化

• PAPI、REILを設置済※

• 飛行場関係機関により消火救難隊を組織し、事故
及び災害等への迅速な対応ができるよう体制を整
えている。
また、事態に備えた消火救難訓練を毎年実施し、
一連の対応動作を確認している。

※滑走路灯は夜間着陸を行わないことから整備して
いない。
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整備方針・整備基本計画（H8）での記載 現在の取組状況

①整備計画

【騒音対策】
• (a)発生源対策：
運用時間、離着陸回数については、騒音対策の観点か
ら次節の運用計画に定めるとおりとし、また、騒音レ
ベルの高い機体については、所有者に機体改良や更新
を求めて行く。

• (b)空港構造の改良：
ターミナルビル等建物等の配置については、概ね30m
の幅で用地を確保し、飛行場区域内の騒音を住宅地側
へできるだけ影響させないため、防音壁及びその効果
を持たせた建物を、滑走路やエプロンを取り囲む形式
で、住宅地側に連続的に並ぶよう配置する。

• (c)整備に係わる対策：
エンジンテスト場等騒音レベルの高い箇所の配置につ
いても、住宅地への影響が最小限に止まるよう配慮す
る。

• (d)その他：
航空機騒音環境基準WECPNL70を達成できない地区
については防音工事助成等を実施するなど、引続き騒
音の低減に努めて行く。

○

• 運営要綱により、調布飛行場で使用する機種は、
事前に地元三市と協議し、了解を得たものに限定
している。

• 特に住宅地に近接する地区で、防音効果を持たせ
た建物を連続的に配置している。

• エンジンテスト場は滑走路西側に配置している。
• 航空機騒音をモニタリングするとともに、防音工
事助成を実施し、騒音の低減に努めている。

• 追加対策については、総合的に勘案のうえ、必要
に応じ検討していくこととしている。

• 以上の考え方に基づき、別紙計画平面図のとおり施設
を配置する。

○ • H13年に整備済
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整備方針・整備基本計画（H8）での記載 現在の取組状況

②運用計画

• 原則として、平日については、8:30～17:00までとし、
日祭日については、10:00 ～17:00までとする。但し、
春・夏季(4～8月)においては、旅客輸送にかぎり、
18:00までの間、運用時間を変更することができるも
のとする。

• 災害発生時や緊急性のある飛行または公共的必要性の
認められるものについては、運用時間外においても離
着陸を許可するものとする。

○
• 整備方針に記載のとおり、運営要綱にて運用時間
を規定

• 固定翼の駐機スポット数については、管理引継ぎ時の
駐機スポット数の80%程度とする。

• ヘリコプターの駐機スポット数については、緊急時に
備え、現状程度を維持する。

○

• H13年のスポット再編によりスポット数を、都管
理引継ぎ時の119から96へと削減した。

• また、H25年のスポット再編によりさらに78ス
ポットへ削減した（H25年計器飛行方式の一部導
入及び三宅島航空路線開設時の確認書により、都
は34％のスポット削減に取り組むことを表明）。

• 常設のヘリスポット数は9から6へと削減した（緊
急時用の駐機場所は別に確保）。

• 年間の離着陸回数については、飛行場の位置づけ及び
現在の利用状況を踏まえ、
(a)平成2年の実績回数(23,000回)程度を上限とする。
(b)将来の離着陸回数については、各種安全対策騒音
対策等の実施状況及びその効果を踏まえ、地元市等と
調整を図る

○

• 現在の離着陸回数は年1.3万回程度
• 運営要綱にて離着陸回数を制限し、随時見直しを
行っている（直近では地元三市とH25年に締結し
た「調布飛行場の就航率向上及び三宅島航空路線
に係る確認書」に基づき、制限を強化）。

• ヘリコプターの利用目的は、災害発生時における対応
や救急救難等の緊急用や公共性の高い航空使用事業を
主体とする。

○ • 運営要綱にてヘリコプターの利用目的を制限
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整備方針・整備基本計画（H8）での記載 現在の取組状況

③周辺整備計画

• 調布基地跡地には、既に福祉施設等が設置されており、
今後、全国的・全都的レベルの大会実施が可能な競技
場を備えた総合スポーツ施設等、多くの大規模施設が
立地することとなる。

• 飛行場もその一角を構成するものであり、整備にあ
たっては、周辺整備計画との整合を図るとともに、景
観についても、現在においても周辺に残る武蔵野の面
影との一体性を可能な限り確保していく。

• また、地域の活性化にも資するよう努める。

△

• 調布基地跡地計画に基づき、地元市と協議しなが
ら進めてきた調布基地跡地利用は進展

• 可能な限り、既存樹木の保存や緑被率の確保を行
うなど、良好な景観の確保に努めている。

• 調布飛行場敷地内の遊具ひろばが周辺住民に利用
されるなどしているが、「地域の活性化」への貢
献は限定的

• 航空旅客の輸送のみならず、土地利用計画及び周辺地
域の開発動向や地域住民の需要等を踏まえて、利便性
の向上を図る必要があるので、主要鉄道駅と連絡する
公共交通機関の導入について、関係機関とともに検討
する。

○
• H26年に調布駅-調布飛行場線（調40系統）が、
日2往復から日17往復へ増発

• ターミナルビル等を可能な限り公開し、コミュニ
ティー関連施設の設置や飛行場関係自治体の交流の場
(特産品の即売や展示コーナーの確保)等について地元
市等とも協議の上、公共施設として地域の中での役割
を分担し、地域住民に親しまれる飛行場となるよう整
備していく。

△

• ターミナル２階にユーティリティスペースや展望
デッキを設け、日常的に公開している。特産品の
販売会を実施するなどしているが、「公共施設と
して地域の中での役割を分担し、地域住民に親し
まれる飛行場」の実現は限定的
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調布飛行場整備基本計画平面図

【現在の取組状況】
以下の３点を除けば、おおむね基本計画平面図のとおり整備済
・敷地南東部の備蓄倉庫の有無
・回転翼機用の駐機位置
・東京都管理事務所、ターミナルの位置
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東京調布離着陸場の整備及び管理運営に
関する協定書（H9）での受入れ条件

同受入れ条件に対する都の回答
（H9）

現在の取組状況

１ 離着陸回数の制限

• 年間離着陸回数は23,000回程度を
上限とし、さらに削減に努めるこ
と。

• 了承する ○
• 現在の離着陸回数年1.3万回程度
• 運営要綱にて離着陸回数を制限
し、随時見直しを行っている。

• ヘリコプターの離着陸回数は、全
体の10％を限度とし、さらに削減
に努めること。

• 年間総離着陸回数の10％程度を上
限とする。

○
• 運営要綱にてヘリコプターの離
着陸回数を制限し、遵守してい
る（R5年度は1.7%）。

• 離陸に際しては、一定間隔を確保
するよう指導すること。【調布市
のみ】

• 飛行場の地上騒音等との関連を含
め、利用者の協力を求めていきた
い。

○
• 情報提供業務により、一定間隔
を確保するよう促している。
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東京調布離着陸場の整備及び管理運営に
関する協定書（H9）での受入れ条件

同受入れ条件に対する都の回答
（H9）

現在の取組状況

２ 日祭日の飛行制限

• 日祭日の離着陸回数は、平日の
30％以上の削減を図ること。

• 平日の30％減を目途に削減に努め
る。

○
• 運営要綱にて日祭日の離着陸回
数を制限している。

• 日祭日における「航空測量、写真
撮影、魚群探知とこれらに類する
目的の離着陸」は、午前10時以後
とすること。

• 了承する（公共団体等からの要請
による飛行を除く。）。

○
• 運営要綱にて、公共団体等の要
請による公共性を有する飛行を
除き、午前10時以後としている。

• 日祭日における自家用目的の飛行
及び訓練場所との往復飛行を制限
すること。

• 了承する。 ○
• 運営要綱にて日祭日の離着陸回
数を制限している。

• 日祭日は、緊急時以外のヘリコプ
ターの離着陸及びエンジンテスト
は認めないこと。

• 離着陸については了承する（高度
に公共性又は緊急性のある飛行を
除く。）。

○
• 運営要綱にて日祭日の飛行目的
を高度に公共性又は緊急性のあ
る飛行に限定している。

• 日祭日については、整備又は試験
のための離着陸は認めないこと。

• 了承する。 ○ • 運営要綱にて制限している。
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東京調布離着陸場の整備及び管理運営に
関する協定書（H9）での受入れ条件

同受入れ条件に対する都の回答
（H9）

現在の取組状況

３ 飛行場機能の制限

• ジェット機の離着陸は認めないこ
と。

• 了承する。 ○ • 運営要綱にて制限している。

• 平日の運用（利用）時間は、午前
８時30分以後とすること。

• 了承する（高度に公共性又は緊急
性のある飛行を除く。）。

○
• 東京都営空港条例施行規則にて
規定している。

• 飛行場の運用時間内に日没時が到
来した時は、日没までとすること。

• 了承する。 ○
• 東京都営空港条例施行規則にて
規定している。

• 午後６時までとする運用時間の特
例の期間を４月から８月までとす
ること。

• 了承する。 ○
• 東京都営空港条例施行規則にて
規定している。

• 自家用機は積極的かつ計画的に分
散移転させること。【三鷹市の
み】

• 自家用機は積極的に分散移転させ
ること。【調布市・府中市】

• 了承する。 △
• 現在も残る自家用機17機の移転
交渉を進めている。（都管理引
継ぎ時35機）

• 羽田・成田空港へのアクセス及び
都市間路線の新設については、必
要が生じた場合は事前に協議する
こと。

• 了承する。 ー
• 現時点では新設の必要が生じて
いない。

• 駐機スポット数は、現在より20％
の削減を図ること。

• 了承する。 ○

• H13年のスポット再編によりス
ポット数を、都管理引継ぎ時の
119から96へと削減した。

• また、H25年のスポット再編に
よりさらに78スポットへ削減し
た。
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東京調布離着陸場の整備及び管理運営に
関する協定書（H9）での受入れ条件

同受入れ条件に対する都の回答
（H9）

現在の取組状況

４ 安全対策

• 航空管制官を存置し、管制時間と
飛行場の運用時間を一致させるよ
う努めること。

• 国に引き続き要請する。 ○

• H18年に国は航空管制官を撤退
させたため、従前と同等に航空
交通の安全性の確保を図るため、
都が情報提供業務を実施してい
る（H18年「調布飛行場の管理
運用形態の変更等に伴う確認
書」により合意）。

• 航空保安施設、気象施設等を整備
充実し、乗務員に的確な情報提供
を行うほか、乗務員の資質の向上
を図るため安全教育を徹底する等、
安全対策に万全を期すこと。

• 了承する。 ○

• PAPI、REILを設置済
• 情報提供業務の中で気象情報等
を提供

• 毎月開催する運行担当者会議等
の場で、利用者に対し安全意識
の啓発を行っている。加えて、
H30年度より、操縦士、運行管
理者に対して安全講習会等の受
講を義務化

• 航空機の整備・点検を徹底させ、
事故防止に万全を期すこと。

• 了承する。 ○

• 毎月開催する運行担当者会議等
の場で、利用者に対し安全意識
の啓発を行っている。加えて、
H30年度より、整備士に対して
講習会等の受講を義務化
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東京調布離着陸場の整備及び管理運営に
関する協定書（H9）での受入れ条件

同受入れ条件に対する都の回答
（H9）

現在の取組状況

４ 安全対策

• 空港施設の整備に当たっては、滑
走路の位置は現状のままとするこ
と。

• 了承する。 ○ • 滑走路の位置は変更していない。

• 重量制限及び特別有視界飛行の視
程距離については、“市街地の中の
飛行場”という調布飛行場の特性を
十分考慮し、安全や騒音に配慮し
た厳しい基準を設けること。

• 了承する。 ○

• H30年度より、運航前チェック
シートを導入し専門職員に点検
させることで、離陸重量等が適
切か確認

• 計器飛行方式については、旅客
定期便に限定し、実施の条件を
付して運航させている。

• 国により安全な飛行経路や運行
条件等が設定されている（“特
別有視界飛行”を“計器飛行方式”
に読み替えることについてH18
年「調布飛行場の管理運用形態
の変更等に伴う確認書」により
合意）。



地元市との協定書等の取組状況（12/16）

34

東京調布離着陸場の整備及び管理運営に
関する協定書（H9）での受入れ条件

同受入れ条件に対する都の回答
（H9）

現在の取組状況

５ 騒音対策

• エンジンテスト用の遮音・防音施
設を整備し、エンジンテストに伴
う騒音を極力抑制すること。【三
鷹市・府中市のみ】

• 「整備基本計画」のとおり実施し
て行く。

○
• エンジンテスト場は滑走路西側
に配置し、住宅地への影響の低
減に努めている。

• 飛行場内に配置される航空機整備
工場については、騒音規制法や東
京都公害防止条例など環境関連法
令の騒音基準に適合する施設とな
るよう指導すること。【三鷹市・
府中市のみ】

• 了承する。 ○ • 適切に指導を行っている。

• 航空機の離陸に伴う暖機運転及び
待機の際に生じる騒音に対しては、
騒音障害の防止や軽減に必要な施
設及び設備の整備を行うとともに、
環境基本法及び東京都公害防止条
例の趣旨に沿った指導を行うこと。
【三鷹市・府中市のみ】

• 了承する。 ○
• 航空機騒音をモニタリングする
とともに、防音工事助成を実施
し、騒音の低減に努めている。

• ヘリコプターの離着陸場所及び飛
行方式（飛行ルートを含む。）の
選定等については、極力市民生活
への騒音の影響を少なくするよう、
引き続き努力すること。【三鷹市
のみ】

• 離着陸場所については「整備基本
計画」のとおりとし、飛行方式に
ついては、引き続き、既定の方式
の徹底を図る。

○

• 周辺住宅との離隔が確保できる
場所に駐機スポットを整備して
いる。

• 飛行方式については既定の方式
を徹底している。
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東京調布離着陸場の整備及び管理運営に
関する協定書（H9）での受入れ条件

同受入れ条件に対する都の回答
（H9）

現在の取組状況

５ 騒音対策

• 周辺住民に対する騒音を最小限に
とどめるための飛行方式（飛行
ルートを含む。）を定め、運航さ
せること。

• 引き続き、定めた飛行方式の徹底
を図る。

○
• 飛行方式については既定の方式
を徹底している。

• 個々の航空機から発生する騒音の
状況を常時把握し、一定の基準を
超える騒音が発生する航空機に対
しては、移転又は騒音の低い機種
に変更するよう指導を強化するこ
と。

• 引き続き、必要な指導を行う。 ○

• 航空機騒音をモニタリングして
いる。

• 運営要綱により、調布飛行場で
使用する機種は、事前に地元三
市と協議し、了解を得たものに
限定している。

• 毎年、夏季及び冬季のピーク時に
おける騒音調査を実施し、その結
果を公表すること。

• 年間を通して、飛行場の北側と南
側の２箇所で常設機器による調査
を継続して実施するほか、当面、
夏季と冬季の２回、飛行場周辺の
５箇所で１週間程度、調査を行う。

○
• 航空機騒音をモニタリングし、
公表している。

• 上記による騒音調査の結果、新た
にWECPNL70を超える地域が発生
した時は、民家防音工事助成の対
象とし、またWECPNL75を超える
地域に対しては、屋根の防音対策
を講じること。

• 騒音調査の結果を踏まえ、W値70
を超えることが常態化したと認め
られる地域については、防音工事
助成の対象地域として認定して行
く。また、W値が75を超える地域
について調査・検討を行った後、
必要であると考えられる助成対象
項目の追加等について、貴市とも
協議の上実施して行く。

○

• 「東京都調布飛行場周辺住宅等
騒音防止工事に関する補助金交
付要綱」を定め、助成を実施し
ている。



地元市との協定書等の取組状況（14/16）

36

東京調布離着陸場の整備及び管理運営に
関する協定書（H9）での受入れ条件

同受入れ条件に対する都の回答
（H9）

現在の取組状況

５ 騒音対策

• 飛行場周辺の民家で、防音工事助
成の対象となっていない者に対し
ても、必要な防音対策を講じるこ
と。

• これまでの騒音対策と今回の「整
備基本計画」により実施すること
としている対策等を総合的に勘案
のうえ、必要な対策について検討
して行く。

ー
• 現時点では追加対策の必要が生
じていない。

• テレビ、電話障害が生じた時は、
適切な対策を講じること。

• 了承する。 ー
• 現時点では対策の必要が生じて
いない。

６ 飛行場の施設整備

• 調布飛行場を多摩地域の防災活動
の拠点の一つとして位置づけ、そ
の整備を図るとともに、調布基地
跡地に配置されている各施設との
連携を図り、跡地全体が防災基地
としての機能を果たせるよう整備
すること。【三鷹市のみ】

• 趣旨に沿うよう条件を整備して行
く。

○

• 地域防災計画において、調布飛
行場を多摩島しょ地域の防災活
動の拠点として位置付けており、
応援航空部隊の駐機場所を確保
している。

• 防災活動の拠点としての必要な条
件整備については、早急な取組み
を行うこと。【府中市のみ】

• 趣旨に沿うよう条件を整備して行
く。

○

• 地域防災計画において、調布飛
行場を多摩島しょ地域の防災活
動の拠点として位置付けており、
応援航空部隊の駐機場所を確保
している。



地元市との協定書等の取組状況（15/16）

37

東京調布離着陸場の整備及び管理運営に
関する協定書（H9）での受入れ条件

同受入れ条件に対する都の回答
（H9）

現在の取組状況

６ 飛行場の施設整備

• 空港施設の整備に当たっては、防
音対策に配慮しつつ可能な限り開
放性を持たせ、地域に親しまれる
施設とすること。【三鷹市・府中
市のみ】

• 了承する。 △

• 防音工事助成等を行った上で、
公園からの見通しを確保するな
ど、開放性への配慮を行ってい
る。

• ターミナル２階にユーティリ
ティスペースや展望デッキを設
け、日常的に公開している。特
産品の販売会を実施するなどし
ているが、「地域住民に親しま
れる施設」の実現は限定的

７ 事前協議システム

• 調布飛行場の整備及び管理運営に
係る重要事項については事前に協
議すること。

• 了承する。 ○

• 調布基地跡地関連事業推進協議
会（通称：四者協）や諸課題検
討協議会により事前協議を実施
している。



地元市との協定書等の取組状況（16/16）

38

東京調布離着陸場の整備及び管理運営に
関する協定書（H9）での追加条件
【三鷹市のみ】

同追加条件に対する都の回答（H9） 現在の取組状況

１ 滑走路周辺の防音工事時の助成について

• 航空機及びヘリコプターの飛行や
エンジンテストによる騒音問題を
解決するため、現在、防音工事助
成の対象となっていない飛行場周
辺の民家に対しても、問題がある
場合は助成対象とすること。

• また、助成対象項目の追加につい
ては、被害実態にあわせた誠意あ
る対応を行うこと。

• 現在、防音工事助成の対象となっ
ていない飛行場周辺の民家であっ
ても、調査の結果、問題がある場
合は三鷹市とも協議し、防音工事
助成を行っていく。

• また、助成対象項目の追加等につ
いては、エンジンテストによる騒
音の問題を含め調査を行い、実態
にあわせて必要な措置をとる。

ー
• 現時点では対策の必要が生じて
いない。

２ 防音堤、防音壁の縮小・改善について

• 飛行機等の離着陸時の騒音対策と
して整備される防音堤、防音壁に
ついては、飛行場周辺の景観を損
なう恐れもあるので、三鷹市側に
面する同施設については縮小・改
善するとともに、地元住民の意見
を尊重しながら、「整備基本計
画」の見直しを諮ること。

• 景観の視点からの防音堤、防音壁
の見直しについては、三鷹市とも
十分協議して行っていく。

○
• 三鷹市側の公園からの見通しを
確保するなど、景観への配慮を
行っている。

３ 消音施設の設置について

• 前項の施設の縮小・改善にあたっ
ては、騒音の発生源対策を十分に
行うため、エンジンテスト場等に
消音施設を導入すること。

• 消音施設の設置については、防音
壁による対策等の適否の問題も考
慮のうえ、導入に向けて努力する。

ー

• 離着陸回数の減少に伴い騒音は
減少しており、現時点では消音
施設の設置の必要が生じていな
い。



4.H27年墜落事故後の取組



①新たな被害者支援制度の創設 （平成３０年８月施行）

 都営空港に着陸しようとする航空機、又は離陸した航空機が都内に墜落し、
住宅に損壊が生じた場合に、被害住民の生活再建を支援するための支援金を
都から給付する制度

②航空機保険（第三者賠償責任保険）加入の義務化 （平成３０年７月施行）

 事故によって機外の第三者の生命又は身体を害しあるいは機外の第三者の財物に
損害を与えたことにより、法律上の損害賠償責任が生じた場合に保険金が支払われる
航空機保険への加入を事業用機、自家用機へ義務付け

対象項目 上限額 対象者

①住宅の建替え、修繕、購入にかかる費用 3,000万円 家屋所有者

②家財（家電、家具など）の購入費用 200万円 家屋所有者賃借人

③住宅の建替え等に伴う仮住まい費 50万円 家屋所有者

④転居費 50万円 家屋所有者賃借人

被害者支援の取組
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①東京都調布飛行場運営要綱の改正 （平成30年７～９月施行）

 操縦者及び搭乗者の事前登録制の導入、及び搭乗者の登録人数の制限

 調布ルール（気温と離陸重量から導かれる必要滑走距離を760m以下とすること）の導入

 運航前チェックシートの導入
※主なチェック項目：飛行当日の離陸及び着陸時の重量が許容値以下となっているか

離陸及び着陸時の機体の重心位置は適切か
必要滑走距離が760m以下となっているか など

 専門職による出発前確認の徹底

※主な確認項目： 運航前チェックシートの確認

事前登録した操縦者・搭乗者の最終本人確認
アルコールチェック など

 自家用機の操縦者は飛行ごとに法令順守、遊覧飛行等の目的での不使用を宣誓 等

②外部監査の実施 （平成30年７月～）

 調布飛行場に係る管理運営業務の適正の確保及び航空機の運航の安全性の向上に
寄与することを目的として実施

※主な監査項目：事前提出資料の確認を適切に行っているか

出発前確認を適切に行っているか など

 航空機の運航や航空保安業務に関して優れた見識を有する学識経験者を２名選任し、
年に１回実施

安全対策の取組（1/2）
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③安全講習会等受講の義務化（平成30年度～）

 調布飛行場を利用する操縦士、運行管理者等に対して、国土交通省航空局や飛行場等が
主催する安全意識の啓発のための講習会等を各年度１回以上受講することを義務化

 航空機の整備士に対して、国土交通省航空局が主催する整備士等を対象とした講習会等を
各年度１回以上受講することを義務化

④取付誘導路接続位置の変更（令和３年３月竣工）

滑走路長を最大限活用するため、取付誘導路接続位置を滑走路末端から過走帯部分に変更

改良前 改良後

取付誘導路新設

過走帯

過走帯 滑走路

滑走路

取付誘導路

安全対策の取組（2/2）
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①分散移転推進検討会の開催

 分散移転推進検討会を開催し、自家用機の分散移転推進のため、東京都が取り組むべき方策※

について、一般社団法人 調布空港安全飛行研究会と協議 （令和４年度上半期まで実施）

【開催実績】

平成30年度 ３回
平成31年度（令和元年度） ２回
令和２年度 ２回
令和３年度 ２回
令和４年度 １回（上半期）

※都のこれまでの取組は、次ページ、次々ページにて説明

②自家用機所有者との個別交渉

 令和４年度下半期以降、自家用機所有者と個別交渉を実施

 自家用機所有者は、他空港へ移転した場合、航空機利用の利便性が低下すること等を理由に
「移転は困難」と主張

 今後も自家用機所有者と粘り強く交渉を続けるとともに、あらゆる可能性を検討し、具体的な

方策を講じることで、分散移転を前進させていく。

自家用機所有者との移転交渉
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・分散移転推進検討会で自家用機側から出された要望に沿って、
大島空港を有力な移転候補地として、①～③（次ページ）の取組を実施

・また、移転環境整備の一環として④（次ページ）の取組を実施

① 格納庫の整備 （令和３年６月竣工）

調布飛行場から移転した機体を格納するための格納庫を整備

② 移転促進補助制度の創設 （令和５年10月）

 補助対象者 調布飛行場に自家用機の航空機登録をしており、調布飛行場から移転を行う機体の所有者等

※調布飛行場運営要綱の規定に基づき、機体ごとに事前に登録している「操縦者」及び「搭乗者」も含む

 対象経費

 補助期間 移転した日が属する会計年度１年間（対象経費：B, C, D）
ただし、A 交通費については移転した日が属する会計年度から５年間交付申請可

対象経費 想定経費

A交通費
○公共交通機関利用の場合 ⇒ 実費負担額

○自家用車利用の場合 ⇒ 22円※×移動距離（km） ※他事例を参考に設定

B資機材購入費 移転に伴い必要となる工具、整備機材、消耗品

C資機材輸送費 移転先への資機材輸送費

Dその他
自家用機所有者との協議による

※対象航空機を輸送するための整備・点検、操縦費等を想定

自家用機の分散移転推進の取組
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③給油施設の整備 （令和６年５月供用開始）

航空機燃料（AVGAS）の給油施設を整備

④訓練飛行の承認 （令和６年４月運用開始）

大島空港において、公共用機や定期便のみ認めていた訓練飛行を
自家用機や事業用機にも対象を拡大

 実施可能な訓練 タッチアンドゴー（着陸後そのまま加速し離陸する訓練）

 訓練時間 １０：００～１５：００の間

 訓練機数 午前１機、午後１機

 訓練回数 １機当り最大５回まで

 使用料 着陸１回毎に都営空港条例に基づき徴収

自家用機の分散移転推進の取組
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 小型機飛行機墜落事故の風化を防ぐため、事故の概要や事故後の都の取組に関する
部転入者研修を毎年度４月に実施

 令和５年３月24日、調布飛行場内に「安全の誓い」の碑を設置

 ７月を「空の安全月間」と定め、都営空港を管理運営するに当たっての安全意識の徹底を
図るとともに、事故の風化防止の取組を実施安全月間の取組の一環として、

 ７月に事故の風化防止のための局悉皆研修を実施

 ７月26日に調布飛行場関係者及び港湾局全職員が黙とうを実施

安全の誓い
平成27年に発生した小型飛行機
墜落事故を教訓に、我々は安全
運航への強い意志を持ち続け、
空港及び周辺地域の安全確保に
努めてまいります。

令和５年 東京都港湾局

「安全の誓い」の碑

墜落事故風化防止の取組
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5.調布飛行場の抱える課題



調布飛行場に求められる役割

48

• 国から引き継いだ、飛行場管理事務所・管制塔（タワー）等の老朽化（築40年超）
への対応が必要

• 都営空港化から30年が経過する中で、調布飛行場を取り巻く社会情勢等は大きく変
化

• 離島航空路線を維持した上で、老朽化した施設を建替える機会を捉えて、「調布飛
行場整備方針・整備基本計画」（平成８年策定）に基づく今後の調布飛行場に求め
られる役割を改めて把握・整理し、着実に果たしていくことが重要

防災活動拠点 空港の脱炭素化地域に親しまれる施設

調布飛行場に求められる役割の例



空港施設の老朽化への対応

49

• 管理事務所(管制塔を含む)は築40年程度、電源局舎及び消防車庫は築25年程度が経
過している。各施設は安全な運航に不可欠の施設であり、更新に向けて計画的な検
討が必要

【管理事務所】

【電源局舎】

【消防車庫】



離島航空路線の安定運航への対応

50出典：新中央航空ホームページ

• 離島路線を運航する新中央航空は機材メンテナンスが必要となった際、調布飛行場
に格納庫がなく、重整備レベルになると竜ケ崎飛行場(茨城県)に空輸する必要があ
る。

• 台風や降雪、雹などの悪天候を回避する手段が調布飛行場にはなく、都外・関東地
域外への避難が必要であり、機材繰りによる欠航が発生している。

【新中央航空の運航機材(Do228)】【竜ケ崎飛行場の格納庫】



空港周辺地域との共生への対応

51

• 「調布飛行場整備方針」では地域の活性化に資する、地域住民に親しまれる飛行場
となるよう整備することを掲げているが、地域へ開かれた施設は「遊具ひろば」や
ターミナルビル内の島しょ特産品自動販売機に限られる。

• 今後、地域から愛される施設とするためには、多摩・島しょ地域の振興に貢献する
とともに、地元住民の生活利便性向上に資する施設を配置することが必要

【遊具ひろば】

【自販機】 【展示コーナー】



【参考】空港周辺地域との共生に関する事例①

52

【熊本空港内敷地「そらよかエリア」】

【広島空港隣接地「八天堂ビレッジ」 】

• 旧国際線ターミナルビル跡地エリアを、地域にひらかれた空港を目指すためのエリアとして2024年秋に開業予定。

• 商業棟、にぎわい広場、別棟ビジターセンターの３エリアに分かれている。

活用地の場所 熊本空港 空港内敷地 活用地の面積 1.2ha

管理・運営等 熊本空港 実施期間 2024年頃～

施設内容

• 商業棟：飲食、物販

• 広場：イベント、遊び場

• 別棟：サービス提供、情報提供

施設利用の

ターゲット

• 空港利用者、県内居住者

• 県内外からの修学旅行・社会科見学

• 広島が地元のパンメーカー・八天堂による広島空港前を基点とした「体験型の食のテーマパーク」

• 民営化した広島空港と「空港前の活性化」をテーマに様々なコンテンツ連携を実施、地域連携DMOも参入している

活用地の場所 広島空港 隣接地 活用地の面積 4.3ha

管理・運営等 地元企業、地域連携DMO 実施期間 2019年１月～

施設内容

• 工場見学

• 飲食・物販

• ドッグラン、BBQ、広場、牧場

施設利用の

ターゲット

• 空港利用者

• 地域住民、県内外の訪問者



【参考】空港周辺地域との共生に関する事例②
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【茨城空港周辺地「空の駅 そ・ら・ら」 】

【成田空港隣接地「スカイパークしばやま」 】

• 空港から徒歩５分の位置に、小美玉市が「地域再生拠点施設」として整備。

• 地域の「農」「食」を活かした地産地消・交流・地域再生の拠点、地域の魅力再発見の場所を目指す。

活用地の場所 茨城空港 周辺地 活用地の面積 2.5ha

管理・運営等 小美玉市 実施期間 2014年７月～

施設内容

• 情報案内所

• 多目的ホール

• イベント広場

• 直売所・物産館

• レストラン・カフェ

• 乳製品加工施設

施設利用の

ターゲット

• 国内外からの茨城空港利用者

• 小美玉市等の地域住民

• 成田空港南側の芝山町は空港のある立地を活かした観光に取り組んでおり、国際観光モデル地区に指定されている。
町内エリアを「スカイパークしばやま」としてPRしている。

• 自然公園、日本初の航空専門の博物館、空の駅等が設置されており、バスでのアクセスも整備している。

活用地の場所 成田空港 隣接地 活用地の面積 -

管理・運営等 芝山町、成田空港ほか 実施期間 -

施設内容

• 直売所：空の駅風和里しばやま

• 博物館：航空科学博物館

• 広場 ：ひこうきの丘

• 緑地 ：アグリパーク

• 緑地 ：芝山水辺の里

• 温泉 ：空の湯 ほか



旅客の利便性向上への対応
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• 主に離島航空路線の旅客が利用する、ターミナルビル前の第一駐車場(25台)は慢性
的に満車状態が続いている。（第二駐車場(150台)は第一駐車場から約300m離れて
いる。）

第一駐車場第二駐車場
※利用者を限定している身障者用駐車場１台を

含めて集計している



防災機能強化への対応

55出典：「交通政策審議会航空分科会」（国土交通省）資料より

• 東京都地域防災計画（震災編）では、調布飛行場を「多摩島しょ地域の防災活動の
拠点として位置づけ」、「医療品、食料品をはじめとする緊急物資等の輸送基地と
しての機能・体制を整える」としている。

• 2024年１月の能登半島地震では、被災翌日（１月２日）から能登空港で救援ヘリを
受け入れるなど、空港が災害救援活動の拠点として機能

• 調布飛行場においても、必要な機能・施設を再精査し整備していくことが重要

支援機の例
（自衛隊ヘリ）

能登半島地震の際の能登空港救援機離着陸回数



脱炭素化への対応
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• 東京都は、「ゼロエミッション東京戦略2020Update&Report」にて2030年には都内
から排出される温室効果ガスを2000年比50％削減する目標を掲げている。

• 都営空港においてもこの目標を実現するための取組を検討している。

出典：空港脱炭素化推進のための計画策定ガイドライン第二版（国土交通省）

省エネ設備の導入 地上電源の
利用促進

空港車両のEV・
FCV化の促進

灯火のLED化

太陽光発電
（周辺未利用地の活用）

太陽光発電
（空港施設の活用）

走行距離の縮減

空港の再エネ拠点化

空港脱炭素化の推進イメージ



調布飛行場整備に向けた留意事項
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• 各課題へ対応し、施設整備を検討する際には、以下の点に留意する必要がある。

１．用地の確保

• 空港全体を見通せる用地や、ターミナル周辺地域の利用可能な用地が限られている。

• 将来的な施設更新を見据えて、建て替え用地を確保した、ゆとりを持った配置計画が必要

• 各施設の建て替え用地を確保するためには、エプロン等のエアサイドの縮小が必要となる可能性
がある。

２．段階的な整備

• 管理事務所(管制塔を含む)、電源局舎、消防車庫は空港運用に必要な施設のため、供用しながら
建て替えるためには、新たな場所に新築してから現施設を撤去する必要がある。

• そのため、計画的な段階整備が必要である。

３．地域の意見の尊重
• 調布飛行場の歴史的な経緯や背景に鑑み、これまでの都と地元市の協定等を踏まえて、地元意見
を尊重し検討していくことが必要である


